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100.0 
企業別にゑてみると100社を超える企業が様々な形の海外合弁事業で活
躍している。また，ビルラ，ダダという二大産業グループへの集中がきわ
めて大きく，前者はインド海外投資総額のほぼ40％，後者は９％を占め
る。更に上位７産業グループ（Birla，Tata，ＪＫ.，Shahibag，Thapar，
Sarabhai，Kirloskar）で海外投資総額の少くとも3/4近くを占めている。
これらの産業グループはいずれも大規模，多角的で，設立期間が長い財閥
で，かなりの産業経験をつんでいる。また海外での活動よりも国内での活
動領域のほうがはるかに広範囲に及び，すべての企業は主要な製品輸出業
(２７１） 306 
者である。こうしてふると規模，経験，ならびに外国市場への志向がイン
ドからの資本輸出決定にあたってきわめて重要な要因であることは明らか
である。
以下Ｌａｌｌは産業グループごとの個別事例をいくつか検討した後，イン
ド多国籍企業の主要点を８点にわたって要約している。
①数多くの中小企業が折にふれて海外進出をもくろむが，この分111fの大
半はかなりの経営，技術，金融資源と外国市場についての詳細な知識をも
った大規模なコングロマリット企業によって占められている。
②大企業の強力な海外進出動機は厳格な反独占諸制限によって相乗化さ
れた国内経済の低成長である。
③多くの投資は既得市場における輸入代替の脅威に対抗するためにおこ
なわれた。しかしこうした投資の多くは輸出促進手段として機能してき
た(1)。
④企業の投資戦略はそれぞれ各企業ごとに異っている。
⑤インドの企業は新しい技術の創造者という意味では主要なイノヴェー
ターではない。しかし「価格をベースにして競争するブランド名のない，
Ｒ＆Ｄの低い，低品質の製品の生産者」とすることは誤りである。また
例外なく「より小規模で，労働集約的技術を使用する」とすることも誤り
である。多くの投資は大規模であり，技術的に進んだものであり，しばし
ば大変に資本集約的であって，その製品は洗練されており，大規模の広告
とアフター・セールス・サービスによって支えられている。
⑥インド企業によって移転される技術は，プラント，設備，部品におけ
る「内部化」（"embodied"）が高い。
⑦多くの海外進出企業はきわめて輸出志向的である。東南アジア進出企
業の場合はとりわけそうである。しかし垂直的に統合された生産構造をも
つ企業はなく，本来の意味でのグローバルな企業計画をもった企業はな
い。．
⑧多くの海外進出企業は自らの製品差別化能力の欠如に気づいている。
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ところで他の開発途上国と比較してみても，インドは第３世界の中で最
も多様化した，技術的に進んだ海外投資国であって，海外活動における自
国製品の内部化が最も高い。成長ならびに輸出パフォーマンスの貧しさ，
抑制的諸政策，低所得水準，またブラジル，メキシコに比較して工業部門
が小さいにもかかわらず，一体何故インドは主要な海外投資国として現わ
れるのか？謎は深まるばかりである。
（c）地理的分布
インド資本の最大の受取国はマレーシアであるが将来はインドネシアと
タイがマレーシアにとってかわり，まもなくインドネシアが最大のインド
資本受入国となりそうである。またネパールも急速に投資先として注目さ
れている。国内製造業の成長にともなって若干のＯＰＥＣ諸国に対する投
資も増大するであろう。アフリカではナイジェリアのシェアーが増大して
いるが，東アフリカ諸国は投資先としての魅力を失ってきている。先進国
ではアメリカとユーゴスラヴィアがインドの最大の投資先である。開発途
上国の投資が文化，言語，人種の似かよった諸国へ集中する傾向を持つと
いう点は多くの研究によって指摘されてきた。しかしインド企業の投資先
を承ると今やより多様なパターンへの移行がみられる。「物理的に緊密な」
地域に地盤を築いてしまうと，開発途上国多国籍企業はより自信を深め，
攻撃的になる。
「(4)インドの海外投資の評価」では国際市場における投資家の独占的利
益に影響を与える「所有」要因に議論を集中しているが，その際JH
Dunningによって示唆された海外投資決定の３つの要因類型一すなわ
ち企業レヴェル，産業レヴェル，国民経済レヴェルーに従って検討を進
めている。
（a)独占的利益をもたらす企業レヴェルでの要因とは，企業の規模，多様
化，市場志向性，リスクに対する態度，合弁生産の経済である。インド多
（273）３０４ 
国籍企業にとってこのような利益が顕著であることは実証によって強く支
持されている。更に，海外進出行動がこのような利益を強めている。
（b)産業レヴェルでの諸要因とは，インド企業が効率的に技術を「習得
し｣，やがては国際競争で有利な立場に立つことを可能にさせるような諸
要因である。従来の見解によればこうした諸要因は広範に普及した技術な
らびに労働集約的技術であり，励質あるいは差別化ではなく価格をベース
にした製品でなければならないというものである。このような諸要因は若
干の開発途上国多国籍企業には妥当するが，妥当しないケースもかなりあ
る。開発途上国多国籍企業は先進国多国籍企業と競争するような大規模，
先進技術使用の資本集約的プロジェクト設立の能力をも示している。しか
しだからと言って両者の間に相違がないということではない。相違は明ら
●● 
かにあるｶﾐ，両者の境界は高技能，先進技術，資本集約的プロセス一般と
いった資格によって引かれているのではなく，こうした資格が獲得される
特殊な諸条件によって引かれているのである。換言すれば，開発途上国の
国内経済において市場と技術習得の諸条件が与えられるならば，開発途上
国企業は高技能・先進技術を獲得することができる。つまり開発途上国企
業の競争性を最終的に決定するものは，国際的に販売しうる技術を同化す
るに必要とされるＲ＆Ｄの規模である。これは本質的に「プロダクト・
サイクル」論であるが，しかし「サイクル」は非常に短く，また貧困国は
技能尺度（skillscale）の最下段に限定されてはいない。技能集約的産業
とＲ＆Ｄ集約的産業は明確に異っており，開発途上国にとっての本当の問
題は前者ではなく後者である。
（c)国民経済レヴェルでの諸要因は開発途上国による資本輸出における
異った「顕示的選好」類型を説明しうるので，インドのパフォーマンスの
謎を解決する一助となる。
第１類型は土着の資本財産業をもたない小規模な開放経済（アジア新興
工業諸国型）であってこれら諸国からの多国籍企業は自国からの「内部化
された」技術がほとんどない軽消費財産業に従事しているので，経営なら
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びにマーケッティングの専門技術を開拓し，生産のノウ・ハウに熟達せん
とする。
第２類型はラテン・アメリカ型であって，海外進出はより多様な産業に
及んでおり，洗練された消費財は相対的に弱く，複雑でメカニカルなエン
ジニアリング部門は相対的に強い。これら諸国はすべて大規模経済であ
り，長い輸入代替の歴史をもち，またかなりの重工業をもっている。
インドは第２類型に属するが，ラテン・アメリカ諸国との相違は技術戦
略にある。ラテン・アメリカ諸国は外国技術への消極的依存政策をとって
きたが，インドはよりはっきりと技術自立戦略を採用してきた。この戦略
は一方では様々な非効率と技術の遅れを生承出したが，他方ではきわめて
広範囲にわたる技術的資産の形成を促すことになった。インド企業はただ
単に``know-how”（生産技術）を獲得したというよりは“know-why，，（基
礎的な企画能力）を獲得したのである。
「(5)結論」では以上の議論を要約して，①開発途上国企業の多国籍化は
ダイナミックで複雑な現象である，②異った開発途上国からの多国籍企業
間の「顕示的比較優位」には大きな相違がある，の２点が示されている。
（１）最新の情報によれば，現在生産中のインド海外合弁事業件数は134件で，
投資総額は４億6,300万ルピーである。そしてこれまでこの投資総額の約３
倍にあたる13億3,000万ルピーが本国送金された。その内訳は輸出が圧倒的
で11億3,000万ルピー，配当金が6,000万ルピー，技術ノウハウが１億4,000
万ルピーであった。また地域別に承ると東南アジアだけで合弁事業件数は５４
件にのぼり，続いてアフリカ，ヨーロッパ，西アジアとなっている（ZW
Eco"0〃ｃＴ〃Cs，October26,1982)。
〔３〕若干のコメント
以_'二かなりのベースをさいて紹介してきたＳ・Lallの議論はかなり衝撃
的なものであって，インド企業の国際的競争力を評価するにあたっての常
識的なイメージからかなり大きくへだたったインド企業像が浮び上ってき
（275）３０２ 
ている。こうした企業像が生糸出されたのは，(1)興味を惹くのは海外進出
の規模ではなく長期のトレンドであるという彼の視角と，(2)従来の研究と
は異って，インド多国籍企業を先進国多国籍企業とではなくインド以外の
開発途上国企業との比較に重点を置いたためであろうと思われる。また通
説的見解に対してあまりにも批判的であろうとしたために，開発途上国企
業の新しい潮流を過大評価しすぎた感がある。とくに「内部化された」技
術水準の評価については実証的基礎に欠けており，説得的ではない。また
地理的分布をゑても新しいトレンドを明確に識別することは困難である。
インドの技術が相当「内部化」されており，その水準もかなり高いとい
うことは，他の開発途上国との比較からふると妥当性をもっているかも知
れない。しかし先進国多国籍企業と競争しうるまでに至っていると論ずる
ことは若干無理がある。輸入代替戦略の下での技術自立化戦略の推進，大
産業グループの存在，資本集約的技術の優先的採用という諸要因は高技術
水準の達成ならびに技術「内部化」の必要条件であるかも知れないが，決
して十分条件ではない。こうした諸条件は状況証拠にすぎず，それだけで
証明がなされるわけではない。ともあれこの問題に関してはインドにおけ
る外国技術の導入がどういう形でおこなわれているのかという点が検討さ
れなければならない。最近の数多くの研究は，民間企業，公共企業を問わ
ず，いかにインドの企業が外国技術に圧倒的に依存しているかを示してい
る(1)。
インド海外合弁事業の産業別．地域別分布に関しては，Balakrishnan
のよく知られた論文がある(2)。この論文は1976年１月のデータにもとづい
たものであって，Ｌallの論文が使用しているデータ（1979年９月ならびに
1980年１月）と比較すると確かに若干古い。しかしこれら両論文の間で使
用されているデータを比較して承ると，インド海外進出企業の地域分布が
そう変わっているとは思われない。Balakrishnanは分析の結果を次のよ
うな形でまとめている。①政府の政策がインド企業の海外投資をプッシュ
した。すなわち一方で，ビルラのような企業グループは主に国内での独占
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の成長を抑制する立法措置に対処すべ<海外に進出し，他方では過度に楽
観的な計画予測によってもたらされた過剰生産能力を利用する手段とし
て，多くの海外投資機会が追求された。②典型的なインド海外進出企業は
世界中でコストが最低の技術を使用しているわけではない。そうではなく
多くの開発途上国で必要とされている低生産量に糸あった水準で，コスト
の比較優位を享受している。したがってインドからの投資を誘致している
典型的な国は，国内需要が限られ，積極的な輸入代替ならびに現地化政簸
を遂行し，国際競争から現地企業を積極的に保護している小規模あるいは
中規模の開発途上国である。
Balakrishnanの論文から示唆される点は次のことである。もしＬａｌｌの
立論が正しければ，何故インド多国籍企業はアジア新興工業諸国に進出し
ないのか，また何故競争財産業において先進諸国市場に進出しないのか？
以上，Ｌallによるインド海外進出企業の評価は過大評価であるという批
判を－たとえ「興味のあるのは長期のトレンド」だとしても－まぬが
れないであろう。しかしこのようなバイアスによるマイナス点を考慮に入
れても，なおＬａｌｌの論文はそれを償ってあまりあるいくつかの貴重な論
点を提示していることに変わりはない。
第１はインド多国籍企業の成長の方向性一客観的にはなお限界がある
にせよ，主体的には明確に打ち出されている方向性一を明らかにした点
である。この方向性はインド政府による開発途上国向け援助のそれと歩調
を一にするものである。ＳＤｕｔｔの研究は(3)，「インドの外国援助は，そ
の動機，目的において，他の『巨大勢力』による援助プログラムと根本的
に変わっているものではない」ことを示している。
第２は開発途上国企業の海外進出を分析する視点として，各開発途上国
海外進出企業相互の比較優位を用いたことである。このことによって開発
途上国海外進出企業の類型化を理論的に把握する道が示唆された。また従
来のともすれば開発途上国海外進出企業をひとまとめにして先進国多国籍
企業と比較するという方法では明らかにされなかった多くの論点が発見さ
（277）３００ 
れた(4)。
第３は技術自立化戦略と結びついた輸入代替政策の再評価と，これをベ
ースにしたインド経済再評価の視点である。1950年代～60年代前半におけ
る開発経済学の潮流の中においてインドは開発途上国の「代表例」であっ
た。この背景には当時インドの主導した非同盟中立構想がリアリティーを
もっていたこと，また東西緊張の中でインドが国際政治の一つの焦点にな
っていたことが挙げられよう。しかし60年代中葉よりインド経済が停滞し
はじめ，またこれと踵を接して「緑の革命」戦略が多くの開発途上国で導
入され，更にアジアの新興工業諸国の成長が眼ざまし<なるに従って，イ
ンドは開発途上国の「代表例」の座をすぺりおち，単に一つの例となり，
やがては「例外」の地位にまで追いやられてきた感がある。この流れの中
において開発戦略のメイン・ルートは輸入代替戦略から輸出促進戦略へ転
換し，その理論的枠組糸もケインズ派経済学から新古典派経済学へと転換
したかのようであった。しかし70年代の２度にわたる石油危機の下で，輸
出促進戦略によって高成長を達成したアジアの新興工業諸国がその脆弱性
を示し始めたのに比較すると，インド経済はなお健全な姿を示している。
こうした状況の変化の中においては，インド経済の再評価は必至である。
Lallの論文はこうした流れをいち早く嗅ぎとったものであり，インド経済
再評価への動きを引き起こす役割を果たすものとなろう。
（１）論文の数は枚挙にいと主がないが，代表的なものだけをとりだしてふる
と。Ｎ・KChandra,“WesternlmperialismandlndiaToday（１）,（Ⅱ)”
ＥＣＯ"o〃ｃ＆ＰＣ伽CCZノＷｂｃｂｌｊﾉ，AnnualＮｕｍｂｅｒ（1973)，Vol､VIII-7
（1973)，ＤＣ.，“RoleofForeignCapitalinlndia,”ＳｏｃｉａノＳｃ伽fjsf，
Vol、５７（1977)，Ｐ・MohananPillal＆ＫＫ・Subramanian，“Rhetoric
andRealityofTechnologyTransfer,”ＳｏｃｉａノＳｃｉｅ"ﾉﾉsオ（Jan.-Feb、
1977)，Ｋ・KSubramanian，“ApproachtoForeignCollaboration：A
CritiqueofNewlndustrialPolicy,”ＥＣＯ"o〃ｃ＆ＰＣ"ﾉﾌﾞＭＷＭﾚﾉ〕'，
ＶｏＬＸＩＩＩＮｏ、１４（1978)，Ｐ､MohananPillai，“ForeignCollaboration
inPublicSector”ＥＣＯ"0〃ｃ＆ＰＣ伽ＣａＪＷ′CeAFJy，ＶｏＬＸＩＩＩＮｏ､２１
（1978)，ＤＣ.，“TechnologyTransfer，AdaptationandAssimilation，， 
299Ｓ・ラル「第３世界多国籍企業の出現：インドの海外合弁事業」（278）
ＥＣＯ"0”ｃ＆ＰＣﾉﾌﾞﾉﾉcαノＷｂｅｈ/jﾉ,ＶｏＬＸＩＶＮｏ､４７(1979),SudipChaud‐
ｈｕｒｉ“ＦＥＲＡ：AppearanceandReality,”ＥＣＯ"o〃ｃα〃ｃＺＰｏＪ〃iczzノ
ＷｂＣ胸，ＶｏＬＸＩＶＮｏ、１６（1979)，UshaMenon，`WorldBankand
TranferofTechnology：CaseoflndianFertiliserlndustry,,，ＥＣＯ"o腕ｚｃ
＆ＰＣ/"ｊｃａノWbcAJj',ＶｏＬＸＶＮｏ､３４（1980),西口章雄『発展途上国経済
論』（世界思想社，1982）第Ⅵ章。
（２）Ｋ・Balakrishnan，“IndianJointVenturesAbroad：Geographicand
lndustryPatterns"，ＥＣＯ"0〃ｃ＆ＰＣﾉﾉﾉjcaノＷｂｅ的，ＶｏＬＸＩＮｏ､２２
（1976)。なお邦文でインドの海外直接投資に言及したものとして，小野塚
芳雄，小島眞「インドの工業製品輸出の分析一機械類輸出を中心とし
て－｣，『千葉商大論叢』第19巻２号（1981）がある。
（３）SrikantDutt,“IndianAidtoCo-DevelopingCountries,',ＥＣＯ"o”ＩＣ 
＆ＰＣﾉﾉｵjcaノWbe町,ＶｏＬＸＶＮｏ､１４（1980)．
（４）ｎＡ・Heenan＆Keeganの前掲論文が，海外直接投資をおこなっている
途上国グループとして，①資源富裕開発途上国（OPEC諸国)，②労働豊富
で急速に工業化している開発途上国（香港，シンガポール台湾，韓国)，
②国内市場が豊富で急速に工業化している開発途上国（ブラジル，メキシ
コ，フィリピン，アルゼンチン，ヴェネゼラ，トルコ）の３類型を指摘して
いるが，きわめて常識的な整理にすぎず，論理的に類型化されてとらえられ
ているわけではない。
